
 

 

 
 
 

 

今こそデフレから完全脱却し、成長と分配の好循環を実現する 

―2024 年度事業方針― 
 

2 0 2 4 年 5 月 3 1 日 
一般社団法人 日本経済団体連合会 

 

日本経済は歴史的な転換点を迎えている。日本銀行が大規模金融緩和政策を変更する中、今こそ 30 年来
のデフレからの完全脱却を目指して、経済社会の変革を促し、成長と分配の好循環に資する活動を多面的に
展開していく 。そこで、賃金と物価の好循環を実現し、持続的な経済成長につなげる。また、科学技術イノベー
ショ ンの創出、生産性向上を図り 、わが国産業の国際競争力強化に向けて、経済界自らが行動し、攻めの
経営に取り組む。 
まずは、気候変動を起因とする生態系の崩壊、頻発化・激甚化する自然災害、格差の拡大・固定化・再生
産といった相互に連関する深刻で複雑な社会課題の解決を通じた成長を目指す必要がある。グリーントランス
フォーメーショ ン、デジタルトランスフォーメーショ ン、AI、スタートアップ振興等を中心に官民連携で国内投資を 
促進する 。同時に、最先端の科学技術が持つ負の側面への対処についても、イノベーショ ンの育成と倫理の
適切なバランスに配慮しつつ不断の検討が必要となる 。 

他方、分配面においては、「サステイナブルな資本主義」の実現を支え、経済社会の中心的な役割を担う「分
厚い中間層」の形成に向けて、マクロ経済政策、社会保障・税制、労働政策の三つの分野に一体的に取り
組んでいく。中小企業を含む構造的な賃金引上げ、多様で柔軟な働き方の実現に向けた環境整備を進める
とともに、若い世代の将来不安を払拭するために、公正・ 公平な全世代型社会保障の構築を急ぐ必要があ
る 。 

また、活力あふれる 地域経済社会の実現とわが国全体の持続可能性、強靭性を高め観点から、国と地方
のあり方等について検討する 。 

さらに、世界が混迷の度を深める中、自由で開かれた国際経済秩序を再構築することがかつてなく重要となっ
ている 。経済安全保障の確保に努力する一方、自由な経済活動を出来る限り維持すべく、民間経済外交
を 積極的に展開する 。 

以上の観点に加え、深刻な少子高齢化が進む中にあって、高齢化がピークを迎える 20 年を目途としたわが
国経済社会のビ ジョ ン「Future Design 2040」 (仮称)を 策定し 、国内外の幅広いステークホルダーに発
信する 。 

以上 
 

 



 

 

記 
 
 

1. 2040 年に向けたわが国経済社会のビジョン「 Future Design 2040」 

(仮称)の検討 

デフレ脱却後も成長と分配の好循環を継続させ、活力ある日本であるよう 、持続可能性と公正・公平の
視点から 、高齢者数がピーク を迎える 2040 年頃の経済社会のあり方を示し 、バッ クキャ ス テ ィ ング
により 、その実現に向けた道筋を明 かにする 。  

2. 科学技術・ イノベーションを通じた持続的な経済成長の実現 
 

(1) グリーントランスフォーメーショ ン（GX） 
（略） 
 

(2) デジタルトランスフォーメーショ ン（DX） 
（略） 
 

(3) スタートアッ プ振興 
（略） 
 

(4) 新たな成長分野の競争力の強化 
 成長の制約要因となる人材不足、高齢化への対応と し て、DX を通じた省力化・省人化・ 自動化技術
に加え、 高齢化社会に向けたサービ ス ・ 製品の開発を推進する 。  

 ク リエイター人材の育成やグローバル展開の強化など、エンターテインメント ・コンテンツ 産業をはじめと 
するクリエイティブエコノミーの振興に取り組む。  
モビリティ産業が直面する課題について、業界横断的に議論し 、政策への反映を 目指す。  
イノベーション創出や国際競争力強化に資する知的財産・国際標準戦略のあり方について検討を深

め、 経団連提言「グローバルな市場創出に向けた国際標準戦略のあり方に関する提言」 #4 を 踏まえて
国際標準戦略の広範な普及啓発等を図る 。  

 新たな成長分野の競争力強化、成長機会の創出や経済社会の変革を促すため、様々な分野におい
て規制・ 制度改革を推進する 。  

 半導体、AI、量子、バイ オ 、宇宙等、国際競争力の観点から重要度の高い、いわゆるディープテッ ク 
の研究開発、 実装を推進する 。そ の一環と し て、世界最先端のバイ オ エ コノ ミーの確立に向けて、 
経団連提言「バイオトランスフォーメーショ ン（BX 戦略」 #5 で掲げた五つの戦略#6 を 踏まえた政府への
働きかけ、大学、ス タート ア ッ プ 、有識者等との連携を進める 。  

 



 

 

3. 分厚い中間層の形成 
 

(1) 構造的な賃金引上げに向けた環境整備 
 「デフレからの完全脱却」と「構造的な賃金引上げ」の実現に向け、中小企業を含めた各企業に対し 、
賃金引上げのモメンタムの維持・強化と有期雇用等社員の処遇改善を引き続き働きかける 。賃金引
上げを含めた人への投資を後押しするための税制措置のあり方を検討する 。  

  わが国全体の生産性の改善・ 向上に向けて、成長分野・産業への円滑な労働移動の実現に取り組
む。  

 適切な価格転嫁などを通じて取引適正化を推進する。特にソーシャ ルノ ルム（社会的規範）と して
浸透させるため、企業行動憲章を改定し て「 パート ナーシッ プ 構築宣言」 の趣旨を盛り込み、各企
業に宣言の実効性確保を促す。  

(2) DEI、 多様な働き 方と 教育改革の促進 
  働き手一人ひとりの個性や強みを最大限発揮できるよう 、人権の尊重はもとより公正性・公平性の観
点を踏まえながら 、「DEI(多様性、 公平性、 包摂性)」 を担保する取り組みを広く国内外で加速し、
女性や外国人、若年者、高齢者、障害者、有期雇用等労働者等、多様な人材の活躍を推進する 。 
より幅広い企業の経営ト ッ プ に「2030 年 30％チャ レ ン ジ」 #7 への賛同を呼びかけ、社会全体とし
てのムーブメントを形成する 。  

  働き手のエンゲージメントと労働生産性の改善・向上の観点から、企業における働き方改革の継続・ 
深化を促進する 。多様で柔軟な働き方を可能とする労働時間法制の実現とともに、男性の家事・ 育
児促進をはじめ、仕事と育児・介護等との両立を支援する環境整備等に取り組む。  

 産学官の連携を強化しつつ「 仕事と 学びの好循環」 の確立を目指し 、大学等とも連携したリカレント
教育・リスキリング、学生時代からのキャ リ ア形成支援、博士人材と女性理工系人材の育成・ 活躍
等を一層推進する 。また、日本の産業競争力強化に資する高等教育のあり方を検討する 。併せて、
多様性を重視し、かつ主体性を育む教育を実現すべく 、初等中等教育改革を政府等関係方面に
引き続き働きかける 。  

  グローバルな視野を持った人材の育成に向けて、高校生・大学生・大学院生の海外留学を奨励する 。  
  国際的な人材獲得競争が激しくなる中、真に有為な人材が日本で働くことを選び活躍できる環境の
整備を推進する。具体的には、一定の専門性・ 技能を持つ外国人材の戦略的誘致や、外国人のラ
イフサイクルを踏まえた在留施策の構築等を政府に働き かける 。  

(3) 公正・ 公平な全世代型社会保障の構築 
 政府に対して、社会保障分野の歳出改革の実行と 併せ、今後の人口減少を前提に、現役世代の

保険料負担増の抑制、効率的な医療・介護提供体制はじめ国民の安心・安全、イノベーション推
進、持続可能性を高める制度の全体像を改めて提示するよう働きかける 。 

 少子化対策も含め、公正・公平な全世代型社会保障にふさわしい給付と負担の確立を図るために
必要な税・ 社会保障の一体改革のあり 方を検討する。  

 

4. 力強い経済成長を支える財政・ 税制の改革 

 
（略） 



 

 

 
 

5. 活力あふれる地域経済社会の実現 
 

（略） 
 
 

6. 自由で開かれた国際経済秩序の再構築 
 

（略） 
 
 

7. 国家的イベント の成功 
 

 
（略） 

 以 上 

 

1. 
https://www.keidanren.or.jp/policy/2023/034.html 
2. 
https://www.keidanren.or.jp/policy/2023/067.html 
3. 
https://www.keidanren.or.jp/policy/2022/024.html 
4. 
https://www.keidanren.or.jp/policy/2024/013.html 
5. https://www.keidanren.or.jp/policy/2023/015.ht

ml 
6. ①エ コ シス テ ムの構築、 ②経済安全保障の確保、 ③グロ

ーバルなルール形成、 ④司令塔に る 政策の一元化、 ⑤国
民理解の醸成。  

7. 2030 年女性役員比率 30％を 目標と し て、 人材育成等
に取り 組む運動  

8. https://www.keidanren.or.jp/policy/2023/083.ht
ml 

9. https://www.keidanren.or.jp/policy/2021/105.ht
ml 
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